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平成 ２８ 年 １２ 月 １２ 日 

国家戦略特別区域諮問会議 

 

 

○ 農業の担い手となる外国人材の就労解禁 

・  産地での多様な作物の生産等を推進し、経営規模の拡大などに

よる「強い農業」を実現するため、農業分野における専門外国人材

の活用を図ることが喫緊の課題である。 

・  このため、特区において、外国人の人権に配慮した適切な管理の

下、生産性の向上、日本人の労働条件及び新規就農に与える影響

などの視点にも十分配慮した上で、一定水準以上の技能等を有す

る外国人材の入国・在留を可能とするため、次期通常国会に提出す

る特区法改正案の中に、特例措置等の必要な規定を盛り込む。 

 

 

○ 小規模認可保育所における対象年齢の拡大 

・  待機児童の解消を目的として、待機児童の多い特区において、児

童の発達過程に応じた適切な異年齢保育等にも配慮した上で、現

在、原則として０～２歳児を対象としている小規模認可保育所にお

ける対象年齢を拡大し、小規模保育事業者が自らの判断で、０歳か

ら５歳までの一貫した保育や、３～５歳児のみの保育等を行うことが

可能となるよう、次期通常国会に提出する特区法改正案の中に、特

例措置等の必要な規定を盛り込む。 
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